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〈 論 文要 旨〉

　近年韓国で も多品種化 ・少 量化 ・多頻度化物流の 増大，情報技術 の 急 速 な発達 に よる

物流 情報化の 進 展 ，金融危機に よ る IMF 救 済金融な ど物流 や 国 内外経済の 環 境が急変 す

る 中で 物 流費 は急増 し ， 企業経営 を圧迫す る主 な要因の
一

つ に な っ て い る．90 年代 に入

っ て 物 流費は持続 的に増加 し，1997 年度の 売上 高対物流費率 は 12．9％ に達 して い る ．こ

れ か ら物 流費低減 の 必要性 な い し物流費管理 の 重要性 は一層高 くな り，そ の た め物流費

の 算定だ けで はな く物流費の 活用 に対 す る管理 シ ス テ ム 構築が 不可 欠で あ る 。

　本研 究で は ，物流費低 減 の た め必 要 とされ る物流 費管理 シ ス テ ム 構築に関す る研究の

一環 と して 韓 国企業に お ける 物流費管理 の 実態調査結果 を分析 する こ と で あ る．そ の た

め ， 文献 に よ る物 流費管理 に 関す る先 行 研 究 ， 主 要業種 を対象 に実態 調査 に よる物流 費

管理技法 の 実態 と新 しい 原価 管理 及び経営管理技法 の 適用 に つ い て 調査 を行 っ た．

　研 究結 果．韓 国企業 の 大部分 は物流費管理 シ ス テ ム 構築の 必 要性 を認識 して お り，そ

の た め原 価計 算 と予算管理 を相対的 に 多 く実施 して い る ．他方，物 流費低減 の 効果 を把

握する た め の 採算分析 ， さらに 新 しい 原価管理及 び 経営 管理技 法の 活用度が低 い ． しか

し，物流 費隋報 の 活用度は 以 前よ り高 くな っ て い る．

　次 に，新 しい 原価管理 及び経営管理技法の 導入 は積極 的 に行 われ て い な い ．新原価管

埋技 法 と して 活動基準原 価計算／管理 と品質原価計算，新経営管理技 法 と して リ エ ン ジ ニ

ア リ ン グ ， リ ス トラ ，
ベ ン チ マ ー

キ ン グ など は部分 的 に しか導入 され て お らず，ま たそ

れ らの 新技法 の 有用性 を認 知 して い る の は 一部の 企 業 に過 ぎな い ．一方，代表的 な在庫

管理 技法 の
一

つ と し て 従来か ら知 られ て い る JIT の 活用 度及び有用性 は他の 新管理技 法

よ り高い ．

〈 キ ーワ ー ド 〉

物流費管理 ，物流 費管理 シ ス テ ム ，新物流費管理技法，韓国企業 の 物流費
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1． 序論

　韓 国企 業で 物流 合理 化に 対 して 本格 的な 関 心が 寄せ られ た の は 90 年代前 後 で あ り ， そ の 主

な理 由 は物 流費の 急増 で あっ た ．物流 費調査 の 結果 に よ る と
，
90 年代 に 入 っ て 物流費 の 前 年対

比 増加率 は約 20％ で あ り同期 間の 売上高増加率は 約 15％ で あ っ たた め
，
5％ ポ イ ン トが 物流 に

よ る利 益の 圧 迫要 因に な っ た ， こ れか ら物 流 に対 す る 最高 経 営 者 の 関 心 は高 くな り， 物 流費低

減 を経 営管 理及 び物 流管 理 の 最高 目標 の
一一

つ と して 設定 しつ つ あ る．

　1997 年 度韓国企 業 の 物流 費水準は 対売上 高 12．9％ で あ っ た［6亅．1994 年度の 14．3％ に 比較す

れ ば 10％ 以 上減少 し た数値で ある が
，

こ れ は 物流 費調 査方式の 差異で あ り， 実 際 に物流費が 削

減 され た とは 分析 され て い な い た め ，物流費 の 正確 な計 算に よる 原価低 減が 非常に 重 要 に な っ

て い る ．

　 主 要企 業を 対象 に 物流 管理 の 実態調査 が 国内の 主 な 経済 団体 で 実施 され て きで い る ．こ れ ら

の 調査 は物 流 管理 の実 態調査で あ り，当該調査 の 中で物流費 また は物流 費算定 に 関す る 調査 項

目が い くつ か含 まれ 企 業物流 費水準が 公表 され た。

　物流費及び物流 費 管理 の 現 況 に関する 調査 と して 大韓商工 会議 所［3］と陸根 孝［23］の 調査 があ

る ． こ れ らの 調 査 結 果 に よ れ ば
， 調 査企 業 の 大 部分 は物 流費 を体系 的 に 算 定 して お らず ，か つ

効 率的 に管 理 もし て い なか っ た．一
方，

一
部の 先進企 業 の 事例 研究［4］［271に よれ ば， 各産業 や

企 業の 物流 特性に よ っ て 相違 して い る が ， 先 進企 業の 物流費管理 は比 較的 に 効率 的 に 実 施 さ れ

て い た ．

　 近 年韓 国で も多品種
・
少量 ・

多頻 度物 流 の 増 大，急 変す る経 営 環 境 へ の 迅速 な 対処 ，物 流情

報 化の 急速 な進 展 ， 特 に 1997 年 12 月 に金 融危 機に よ る IMF （国 際通 貨基 金）の 救 済金融 な ど に

よ り物 流リ ス トラ の 拡大 と物 流費の 増 加 が進展 さ れ る 中 ， 物流費低減 の ため 効率 的な物 流費管

理 の重 要性 は
一一

層 高 くな っ て い る ． そ の た め に は物流 費の 算定 だ けで は な く物流 費の 活用 に 対

す る管理 シ ス テ ム の 構築が不可 欠 で あ る ．加 えて
，

ネ オ ・ロ ジ ス テ ィ ク ス 時代に 急変す る 物流

環 境 の 下 で リス トラ ，
ア ウ トソ ーシ ン グ ， リエ ン ジ ニ ア リ ン グ ，

ベ ン チ マ
ーキ ン グ

， サ プ ラ

イ ・チ ェ
ー

ン の 導入 に よ る 戦略的物流費管理 が 重視 され る た め ［19］【21］［24】［27］，新 しい 原価管

理 及び 経営 管理 技法 の 適 用は 物流 費低 減及 び物流競争力強化 の た め必 要不 可欠 で あ る；

　そ こ で 本研究 で は
， 物 流費低減の 目標達成 の た め 必要 とさ れ る物流 費管理 シ ス テ ム 構築 に 関

す る研 究の
一

環 と して ，韓 国企 業 の 物 流費管理 の 実態 を調査 し分析す る ．そ の た め，文 献に よ

る 過去 の 物流 費管理 に関す る 先行研究 と韓国 の 主 要 業種 を対 象に実態調 査 を実 施 す る ．調 査内

容 は ，伝統的な物流 費の 管理 方式 に 対す る設 問 の 他，最 近注 目を浴 びて い る 新 し い 原価管理 及

び 経営 管理 技法 の 適 用 に 対す る設 問 を含 む ．

2． 先行調 査結果 の 再検討

2．1　 物流費

　 物 流費は物 流 活動 の 規模を容 易 に 把握 す る と と もに 当該活動 を効 率 的 に計画 し統制 す る た め

に 不可 欠で ある ．物 流費低減 の 重要性が 拡大 す る こ とに つ れ
， 物流費情報 は 経済主体 別 に 要 求

される ．例 えば，政 府で は国家 の 物流政 策 の 策定や 推進 の ため ，特定 の 産業 で は当該産業 の 物

流 特性 に よ る 物流 効率 化 な い し競争力 強 化の た め
， 及 び各企業 で は企 業 ご と に 生 産 ・販売 して
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い る 製 品の 物 流特性 に 適 し た 物流 管理 シ ス テ ム の 構築や 原価 低減 の た め それ ぞ れ適 合 した物 流

費情報が必 要と され る．

　韓 国で は
， 物 流 の 重 要 性 に 対 す る 認 識が 高 まっ た 1990 年 度 前後 か ら大 韓 商工 会 議所 ， 韓 国

生 産性本部 ， 全 国経 済人 連合会，韓国貿易協会 な どの 民 間の 経済団体で 主 要企 業 また は 輸 出企

業 の 物流 費水準 を調査 し公 表 して お り，ま た海運産業研究院 ，交通 開発研 究院で は 国家物流 費

を調査 し公 表 し て い る．

　企 業物流費 の 水準 は ，1986 年度 59 ％
，
1991 年度 8．5％ ，1994 年度 14．3％

，
1996 年度 12．6％

，

1997 年 度 12．9％ で あ り， 韓 国企 業 の 原 価構造 か らみ れ ば売上 高対 10 ％ を越 え る 高費用 要素 に

な っ て い る ．1997 年度物流 費の 詳 細 をみ る と
， 機 能別 で は運 送 費が 63．6％ で 最 も高 く， 保 管

及 び在庫管理 費が 22 ．7％
， 荷役費 ， 包 装費 ， 物 流 1青報 ・管理 費は 6％ 以 下 で あ り， 領域 別で は

販売物流 費が 総 物流 費の 71．5％ で 最 も高 く， 調達物 流 費 15．0％
， 社 内物 流 費 122 ％ で あ っ た ．

さ らに ， 自家 ・委託 別 で は 委 託物 流費 が 59．6％ で 自家物流 費 よ り高 く， 国内 ・
海外（輸 出）別 で

は 国 内物流 費が 86．4％ を 占め て い た［6］．（1）

　ま た
， 輸 出企 業の 物流 費 は

，
1989 年度 13．9％

，
1991 年 度 14．8％

，
1993 年度 16，1％

，
1995 年

度 16．5％ で 隔年 に 持続 的に 増加 し て い る ．1995 年度の 輸 出物 流 費の 部 門別構 成比率 は
， 運 送

費 55 ．7％ （輸 出額 の 9．2％ ）， 輸 出包 装 費 12．7％
， 荷 役 費 と保 管 費が そ れ ぞ れ 10．3％

， 通 関 費

4．8％ ，海上保 険費 と物流情報費が そ れぞ れ 3．0％ で あ っ た［13】．

　
．一
方 ， 日本 ， 米 国 ， 英 国 な ど主 要各国 にお ける 企 業物 流費 の 概要 をみ る と， 日本で は物流 元

年 と称 す る 1965 年 か ら 10 年 ご と に
， さ らに 1993 年 度か ら毎年 業 種別 企 業物 流 費 を 日本 ロ ジ

ス テ ィ ク ス シ ス テ ム 協 会（JILS ）で 調査 し公 表 して い る ．主 要企 業の 売上高対物 流 費率 の 推移 を

み る と
，

1965 年 度 7．56％
，
1975 年度 10．16％

，
1985 年 度 9，01％

，
1995 年 度 8．55％ で あ り ，

1998 年度の 物流費水準 は対売上高 8．08％ で あ っ た1161．

　米 国で は DAVIS 社 が物流 DB を構築 し 1975 年 度か ら企 業物流 費 を毎 年調査 し ， そ の 結 果 を

米国 ロ ジ ス テ ィ ク ス 管理協議会（CLM ）の 年次大会で 業種別に 公表 して お り，
1998 年度の 物流費

水準 は対売上 高 8．95％ で あ っ た ［7］． また
，

英 国で も英 国 ロ ジ ス テ ィ ク ス 協急 IL）で
’84 年度以後

毎年物流 費 を調 査 し 公表 して お り，1992 年度 の 物流費水準 は 売上 高 対 4．70％ で あ っ た［8｝．　｛2｝

2．2　物流管理

　韓 国で は 1980 年 に制定 され た 「流 通産業 近代 化促進法」 を契機 に 物流 ま た は 商流 を含 む 流

通 近代 化の た め 物流 関連の 諸 法規 や制度 ，
イ ン フ ラ な ど に 関 す る 政策 面 で の 物流 近 代化 が始 ま

っ た．そ の 後，1987 年 に第 2 次流通 産業近代 化 5 ヵ 年計 画が 流通 ・物流 の 体 系化 及 び先進 化 を

表 明す る 中 で物流 に 対す る関心 と重要 性 を本格 的 に 認識 す る よ う にな っ た．

　ギ 要経 済団体 の 中 で 物流 の 重 要性を 早 く認 知 した 大韓 商工 会議所 （
‘

商議1と略称） は 80 年代

後 半か ら企 業 物流 管理 の 現 状 や 問 題点 の 把 握 と改善方 案 の 模 索 な ど の 目的で 実 態調 査 を実施 し

て い る 。 同機関 は 1987 年国内 で最初 に企 業物流管理 の 実態調査 をは じめ
，
1993 年以後各年 ご

とに 調査 を行 っ て い る ．1997 年 調査 は ，以 前の 調査 と一
貫性 を持 っ て企 業物 流管理 の現 況 を

正 確 に把握 し， その 改善方 案 を模 索す るこ と に よ っ て 企 業の 競争力向上 や経 営合 理 化，政 府の

物流合 理 化関連政策樹立 の た め 参考資料 の 提供 とい う目的で 実 施 した［5］．

　調査 の 結果 ， 企 業で 最 も重視す る物 流管理 業務は物 流費低減 73％ で 1995 年度の 55％ に 比べ

て 20％ ポ イ ン ト近 く増 加 して お り， ま た物 流 サ
ー

ビ ス の 向上 は 17％ で あ っ た ． ま た
， 最 も重
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視 する 物流 管理 対象 は 輸 ・配 送効 率 化が 83％ で 最 も多 く，経 営戦 略 の 樹立 にお ける 物流 戦略 の

比 重は 「非 常に 高 い 」 と 「比 較的に 高 い 」の 合計が 49％ で あ っ た．物流活動の 遂行 主体 は 「担

当部 署 が全 部遂 行する 」50％
， 「子会 社が

一
部遂 行する」18％

， 「外部 の 物流企 業 が
一

部 遂行 す る」

26％ で あ っ た．こ れ は，最 近韓 国で 物流 子会 社 設立 が ブ ーム に な っ て い る こ とや ，子 会社 や 外

部企 業 によ る業 務 の ア ウ トソ ーシ ン グが増 加 され て い る こ と を反映 して い る ．
 

　 物流費 は 調査 企 業 の 67 ％ が 算定 し て い た が ，物 流費 の 算定 実績は 5 年以下 が 最 も多 か っ た ．

物 流費 の 算定 方法は
， 「最初か ら社内基準の 設定」48 ％ と 「過 去は 関連機関 の 基準 か ら独 自的

な社 内基 i隼の 設 定 」 24％ を 合計 す れ ば独 自的基準は 72％ に 達 し，1995 年度の 57％ に 比べ て独

自に基 準 を制定 し て い る企 業が 増加 して い た ．一
方，「損益 計算書 な どの 財務諸 表に よ っ て物

流 費の 推定」 は 19％ で あ り，1995 年度 の 29％ に 比 べ て 10％ ポ イ ン ト減 少 した ．

　 関連機 関の 物流 費算定基 準 を使用 して い る 企 業 の 場 合，国 内他企 業の 基準が 36％ で 最 も多 く，

韓 国公 認会 計 士会 （建 設交 通部［15亅「企 業物流費計算 に 関す る 指針 」（案 ）を 表す ）28％ の 1頂で あ

っ た．一
方，物流費 を算定 し て い ない 企業 で は ，「必 要陸 を感 じて い な い 」が 46％ で 最 も多 く，

既 存の 算定 基準 の 適 用 困難 も 18％ で あ っ た．当 該調 査 に よる 企業 の 物 流費水準 は公 表さ れな か

っ たが
， そ の 理 由は 明 らか で な い ． さ らに

， 韓 国生 産 1生本部や 全国 経済人 連合会な どで 実施 さ

れ た物流管理 の 実 態調査 で は 調査 の 内容 や 方法な どが 類似 し て い る た め ，特 異な 調査 結果 は 公

表 され なか っ た ［25］．

2 。3　物流 費管理

　物 流費 管理 に 対す る理 論的研 究は ，前述 した よ うに持続的 に増 加 して い る 物流 費 を低 減す る

た め に必 要 と され る正 確な物 流費情報 の 算出 の ため ， 物 流 費算定基 準の 制定 に関連 し制度的 か

つ 政策 的 な ア ブ m 一
チ に よ る物流 管理 研 究 の

一
分 野 と し て 90 年半ば か ら本格 的 に行 わ れ つ つ

あ る ．
（4）

そ の 理 論 的 な背景 に は 日本 の 物流 会計研 究 ［17］【18］［29］並 びに 運輸省 及び 通産省 な ど

の 主要政府機関に よ る物 流 コ ス ト算定基準［18］に よる もの が 大 きい ．

　 ま た ， 調 査研 究 に関 して は ， 日 本の 西 澤教 授 ［20 ］の 研究 で 物流 費の 会計処 理 ，原 価計算 ，計

画設定 ， 予 算管理 及 び利益管理 に 関す る 物流 会計の 実態調 査 の 内容 と
， 米 国の NCPDM （米 国

物 流管 理 協議 会 ）の 運送及 び保 管 の 会計 と管 理 の 研 究報告書 を基 に IMA （米国管理 会計 士 協会 ）

で 公表 した SMA （管 理会計指 針＞No ．4P 「物流 費管理」［11］，
　 No ，41「運 送費管理 」［9］，　 No．4K 「保管

費管理 」llO］が 影響 を及 ぼ し て い る．

　 以 上 の よ う な研 究 背景 を基 に 韓国で は ， 実態把握 目的 で 物流費 の 概 念定義 と分類 ，物 流原 価

計 算を 中心 に物流 費の 算定 ， 業 績評 価 目的 の 物 流 予算 管 理 と意思決 定 目的 の 物流採算分析 を中

心 に物 流 費の 活 用 と い う側 面 で研 究 を展 開 した徐 ［25］［27】と
， 物流費 管理 に 対 し て 新 しい 経営

管 理 や 原価管理 技法 の 適用 に 対 して調 査研 究 した陸 ［24亅が ある．

　 企 業物流費 の算 定
・
活用に 関す る大韓商工 会議所［3］調 査 は， 「企 業物 流費算定 ・活 用マ ニ ュ ア

ル 」［2］の 開発 に当 た っ て実施 された ．す なわ ち ， 主 要企 業に 対す る物 流費管理 の 実態 を物流費

の 算定 と活用 の 側 面で 原価 計算 ， 予算管理
， 採算分析 に 区 分 し その 実態 を調査 した が ， 調査結

果 に つ い て は次 章 で 1999 年 の 物 流費管理 の 実態調査結 果と比較 しなが ら検討する ．

　 ま た
， 物流 費管理 環境 に関 す る 大韓 商工 会 議 所 ［61調 査 の 主 な結果 をみ る と，以 下 の とお りで

あ る ．

　 物 流費 の 算 定基 準 は
， 独 自的 な算 定基 準 の 使用 が 40 ％ 以 上 で 最 も多 く ， 次 に外部の 算定基準
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の 修 正 及び 補完 が 22 ％ で あ っ た ．こ こで
， 使 用 し て い る外部の 算定基準 は ，大 韓商 工 会議所 の

「企 業物流 費算定 ・活用マ ニ ュ ア ル 」31％
， 建設交 通 部 の 「企 業物 流 費計算 指 針」23％

， 韓 国生 産

性 本 部 の 「企 業物 流費 計 算準則」17％ の 順 で あ っ た ．

　物 流費 の 算定方式は ，財務会計方 式が 5L4 ％ で 管理 会計 方式 47％ よ り若 干多 く， 算 定領域は

販 売物 流 費が 約 90 ％ で 最 も高 く， 調 達物 流 費 47 ％
， 社 内物 流 費 と返 品物流 費が それ ぞ れ 40％

で あっ た． また，算定範囲は販売 だけが 22 ％ で 最 も多 く ， 全 領域 と調 達 社 内 ・販 売 が それ ぞれ

10％ 以 上 で あ り， そ の 他 38．3％ は 各企 業の 物流 特性 に よ っ て 領 域が 相違 して い る こ と か ら高 い

比 重 を 示 し て い る．

　ま た，物 流費算定 の た め の 電 算化 水 準 は をみ る と
， 大 部分 及び

一
部の 作業 に コ ン ピ ュ

ー
タ を

活用 して い る 企 業は 調査 企 業の 約 65％ に 達 して い る． こ れ ら の 企 業 で は EXCEL ，　 LOTUS な

ど OA 用 プ ロ グラ ム の 使用が 55％ で 最 も多 く ，
こ の 際 「物 流 費 算定 用 プ ロ グ ラ ム の 開発 に よ っ

て ホ ス ト ・コ ン ピ ュ
ー

タ に 連結 し全社 的運用」は 27 ％
， また 「物 流部 門 内の コ ン ピ ュ

ータ で 専

用 プ ロ グ ラ ム の 開発 と運用 」 は 11％ で あ っ た ．一
方 ， 手作業 に よ っ て 物流 費 を算定 して い る 企

業 も35．5％ に 達 した ため ，今後物 流 費情報 シ ス テ ム の 構 築 に 関 連 し簡 便 的 かつ 低廉 した物 流費

算定用 プ ロ グ ラ ム の 開発 と普 及が 重要 な課 題 の
一

つ で ある．
（5）

　
一
方 ，

IMA の SMA 　 No ．4P ，　 No ．41，　 No ．4K を基 に韓国の 主 要製造企 業 を対 象に 調査 し分析

し た陸［23］の 調査 結 果に よ る と
， 多品種・少量 ・多頻度物流が 近年 進展 さ れ 物流 費が 増 大 し て い

る こ と を 確認 した ．物 流 原 価 計算 で は 目的別 原 価計 算の 時調 査企 業 の 1／4 が ラ イ フ サ イク ル 原

価 の 概念 を認識 して お り，機 能別 原価 計算 にお い て活動基準 原価計 算（ABC ）の 導入 は約 10％ で

あ り，保 管
・倉 庫部 門が 運送 部門 よ り導入 が多か っ た．

　 こ れ か ら の 改善方案 と して ，物流費 の 原価 計算 と予 算編 成 の た め活動 基準原価 計 算を積極的

に 導入 す る こ と
， 伝 統的 な計 算方式 で は な く価値連鎖分析 ，

コ ス ト ドラ イ バ
ー

分析 ， 競 争優位

分析 な どの 戦 略的 原価 管理 技法が 必 要で あ る こ と
，

さ ら に サ プ ラ イチ ェ
ー

ン の 全 体 に よ る 業績

評価 に 焦点 と絞 る べ きで あ る と提 示 した ．

3． 物 流 費 管理 の 実 態分 析

3．1　 調査 の概 要

　今 まで の 調査 は ，前述 し た よ うに 物流費 ，物 流管 理 な い し物流 費管理 に 対 して行 わ れ たが ，

こ れ らの 調 査 が物 流費管理 の 最高 目標 で あ る 原価 低減 に 役 立 つ と と もに ， 近 年急 変す る 内外 の

物 流及 び経 営環 竟に対応す る た め に は物 流費 の 算定 よ りむ し ろ管 理 に 中心 を置 い た 調査 が 必 要

と され る． こ れか ら本 研 究 の ため 実施 され た 調査 目的は ．韓 国企 業 の 物 流 費管 理 シ ス テ ム を構

築 す る た め 物 流費 管理 シ ス テ ム の 実態 把 握 と物流 費低 減 の た め
， 新 原価 管理 及 び経 営管 理技 法

の 適用 に関 す る基礎 デ
ー

タを提供す る こ とで あ る．

　調 査 対象は
， 韓 国 で 物流 費水 準 及び管 理水 準が 比較 的 高 い 食料

・医 薬 品 ， 繊 維
・
化学 ， 金

属 ・非金属 ，
電 気 ・機械 の 業種に 属す る上 場企 業 398 社 で あ り， 調査期 間は 1999 年 6 月 1 日か

ら6 月 20 日 で あ る．調 査 内容 は
， 物 流 費 の 会計 処理 ，物 流原 価計 算，物 流予 算 管 理 ， 物 流採 算

分析 ， 新物流 費管理 技 法及 び新物流管理技法 ， 物流費算定基準 の 実 態調 査で あ っ た．

　調査 の 結果 ，回答企 業数 は 48 社 （回収率 12．1％） で あっ た．回答率 が非 常に 低い ため 全業種

を 一
体 と して 分析 し業種 別 分析 は省 略 した ． ま た ， 結果の 分 析 に 当た っ て 1995 年 調査 ［3］及 び
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1994 年 日本企業 の 調 査［20】と比較検討する こ と にす る．
（6）

3．2　 物流 費 の 会 計処 理

　 まず，物 流費 の 管理 を担 当す る 組織 の 主体 は，専 従部署 56％ と 関連 部 署 29％ で あ り ， 子 会

社 また は外 部専 門業者に 委託 はそ れ ぞ れ 10％ に も達 して い な い ．こ れ か ら物流活 動を子会社ま

た は外部業 者 に ア ウ ッ トソ ー
シ ン グ して い る 企業 よ り物流費管理 を社内 の 専 従 部署 で 行 っ て い

る 企業 が多 い こ とが 知 られる ．

　物流 費 の 算定だ けで はな く全 社的 な物 流費 管理 シ ス テ ム （
‘LCMS ’

と略称）の 構築 現 況 をみ る

と
， 表 1 の とお りで ある ．

表 1　物流管 理 シス テ ム構築現 況

（単位 ：％ ）

区分 項 目 回答率 項 目 回答率

全 く重 要 で な い 0．0 物 流活動 の 規模把握 77．1

重 要 で な い 42 物 流 活 動 の 問 題 把 握 58．3（1）LCMS

構築必要性 普通 10．4

（3）物 流 費

管理 の 目 的 計 画 設 定情 報 の 入 手 563

重 要 で あ る 14．6 予算綸成情 報 の 人手 62．5

非常 に 重 要 で あ る 68．8 代 替案 の 評価 41．7

物流原価計算 60．4 製 品価 額情 報 の 入 手 43．8

物 流 予算管 理 68．8 製 品 販 売 の 物流費 75，0（2）LCMS

構築 の 分野 物 流 採算分 折 27．1 製 品 移動 の 物流費 81．3

物流費情報 シ ス テ ム 14．6

（4）物流費

管理 の 範囲 i：場 内 の 社 内 物 流 費 31．3

新物流 費管理技 法 4．2 原 材料 の 調 達 物 流 費 35．4

新物流 管 理 技 法 4．2 返 品廃棄 の 物流費 58 β

（1）LCMS 構築 の 必要 性 と分 野

　物 流 費管 理 シ ス テ ム 構 築 の 必 要 性 は
， 「非常 に 重 要 で あ る」 69 ％ と 「重 要で ある 」 15 ％ を 合

計 すれ ば 80 ％ 以 上 の 企 業が 重 要で ある と認 識 し て い る ． こ れ か ら物流費 は 単 なる 物流 費の 算定

よ りも管理 の 重 要性 を認識 して い る こ とが 知 られる ．

　 物流費管理 シ ス テ ム を構築 した 分野 は ，予 算管理 及 び原 価 計算 が そ れぞ れ 60 ％ − 70％ 弱 で あ

り，採算分析 は 30％ 弱 で あ る ． さ らに ，情報 シ ス テ ム は 15％ で あ り，新物流 費管理 技法 や新

物 流管 理技 法 は こ くわ ず かで あ る．

（2） 物 流 費 管 理 の 目 的 と範 囲

　物流費管理 の 目的は ，物流活動の 規模把握 が 77％ で 最 も多 く，予 算編 成 ・計画 設定 の た め の

情 報入手 ，物 流活動 の 問題 点把 握が それ ぞれ 60％ 前 後 で あ り，代 替案 の 評価 と 製品価 額 決定 の
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た め の 情報入手 も40 ％ 以 上 で ある ． こ れ は，従 来 の 調査 で物 流費 算定 の 目的が 物流 活動 の 規模

や 問題 点の 把 握が 大部 分で あ っ た こ とか らみ れば ， 物 流費情報 の 活用 側 面 が重 視 され つ つ あ る

こ とを 示 し て い る．

　物 流費管理 の 範 囲 は
，

工 場 か ら支 店 に 製 品移動 の 物 流費が 80％ 以 上 で 最 も多 く， 支 店 に おけ

る 製品の 販 売物流費 は 75％ で ある． 日本企 業で も工 場か ら支 店に 製品移動 の 物流費 と支店 か ら

製 品の 販 売 物流 費が それ ぞ れ 80％ 弱 で あ る た め
， 両 国 と も物 流費 管理 は販 売領 域で 実施 され て

い る企 業 が 多 い ．返 品・回収の た め の 物流 費 は 60 ％ 弱 で あ り，原 材料 の 調達 物流 費 や及 び 工場

内製品 製造過程 の社 内物流費 は 30−35％ 水 準 で あ る ．

　
一方 ， 物 流費管理 を実 施 し て い な い 主 な理 由は ，調査企 業の 1／3 が 管理 の必 要性 を感 じな い ，

必 要性 は感 じるが物 流 費管 理 を知 らな い ，努 力 と 費用 に 比 べ て 効 果が 少 ない と い う理 由 をあ げ

て い る ． 日本企 業 で も調 査企 業の 114が 計算 の 必要 性 を感 じな い
， 努力 と 費用 に 比 べ て 効果 が

少 ない とい う理 由をあげ て い る ．

3．3　 物流 原 価計 算

物 流原 価 計算 の 実 態 を当該 調査 と 1995 年調査 ［3］の 結果 と比較 しなが ら分析 する と，表 2 の

と お りで あ る．

（1） 物流原価 計算 の 目的

物 流原 価計 算 を実 施す る 目的 は
， 大 部分 の 企 業 が物 流活 動 の 規 模及 び 問 題 点把 握 をあ げて い

る．続 い て
， 製 品価 額決定 ， 計 画設 定並 び予 算編 成の ため の 情報入 手が それ ぞ れ 50％ 以 上 で あ

る が ， 代 替案 の 評 価 を含め 意 思決定 に関 連 した原 価計 算 目的が 増加 して い る ．

（2） 物 流 費 の 分 類 と管 理 単位

　原 価計算の た め の 物流費 の 分類 と集計 は ，管理 項 目別 及び 領域 別が 60％ 前後で あ り，次 に発

生 形態 別が 50％
， 機能別 及び 自家 ・委 託別 が そ れ ぞ れ 40 ％ 以 上で あ る ．こ れ は過去 の 実態 調査

の 結果 で機 能別及 び発 生形 態別分類 と集計が 最 も多か っ た こ とか ら み る と異 な っ て い る が
，

こ

れ は機能中心 か らセ グ メ ン ト中心 の 物 流 費管理 の 重 要性 認識 ， 物 流費管理 の 領域 拡大 な ど に に

よる もの と考え られ る．

　物 流費管理 の 効率性 を高 め る た め の 管理単 位 の 区分 は
， 原 価 中心 点（cost 　center ）別 に 直接物

流 費 と間接物流 費に 区分 して い る 企業 は 50 ％ で 相対 的に 多 く，物 流費計算 書の 作成頻度 は 月別

作 成が 最 も多 く， 必 要に 応 じて作 成 して い る企 業 も20 ％ 弱 あ る．

（3） 物流 費 の 算定項 目

　 まず ， 領域別 物流 費口 は，販 売物 流費が 90％ 以 上 で 最 も高 く，社 内物 流 費 50％，調 達物流費

40 ％ 水 準で ある ．こ れ か ら物 流費管理 は 販 売物流 を中心 に行 われ て い る こ とが知 られ るが ， 調

達 及び 杜 内 の 上 流（upstream ）物流費，返 品及 び回収 の 復路（backhaul ）物 流費 まで 算定項 目が 拡

大 しつ つ あ る こ とは ト
ー

タ ル ・コ ス トマ ネ ジ メ ン トの 観 点 か らは望 ま しい こ と で あ る ．

　機 能別物流費 目 は ，運 送費が 90％ 以 上 で 最 も多 く， 保管費 と荷役費 が そ れ ぞ れ 60％ 以 上
，

包 装 費が 40％ 以 上で ある．運 送費 と保 管費が 他 の機 能の コ ス トよ り高 い と い う結果 は 当然 とは

い え ， 近 年の 消費者物 流時 代 に 伴 う 多品 種・少 量 ・多頻 度 物流 の 要 求が 増 加 す る 中で［23］，
GMS

，
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CVS 及 び大 規模 デ ィ ス カ ウ ン ト店 の 登 場 に よ る流 通構 造の 変化 ， 情 報技術 の 急速 な発 展に よる

物流 晴報の 重要性か ら今後流 通加 工 費 や物流 情報の 増加 が予想 され る ．

　発 生形 態 別 物 流費 目は
， 自家物 流費 の 場合 労務 費 と経 費が 相対 的 に多 く， 在 庫や 物流 施 設 の

負担利子 （運 輸省基準 の
’

社 内金 利
’

に 該当）は そ れ ぞ れ 30 ％ 弱 で あ る．他方，委託物流費 は 60％

以 上で あ る ．発 生形 態 別算定項 目 は 1995 年 調査 に 比 べ て 少 な い が ， こ れ に 対 して 物流費算 定

基 準 の 設定 と関連 し追加 的 な調査 と分 析が 必 要 とされ る ．

　管理項 目別 （セ グ メ ン ト別 ，管理 目的 別 ）物 流 費 目 は ，運 送 手段 別が 70％ 弱 であ り ， 地 域別 ，

製 品別 が それ ぞ れ 40 −50 ％ 水準 で あ る ． こ れ は ，前 述 した 運 送費の 比 重 （1997 年度物流 費の

63．6％）と算定項 目の 比重 （95．8％）か ら運 送 手段別算定 が 重視 され て い る と判 断 で きる ．物流 費

低 減な ど意 思 決定 目的 か ら必 要な物流 費情報 を入 手す る ため に は 管理 項 目別 費 目の 拡大が不 可

欠 で あ り， 今後製 品別 ， 顧 客別 ， 物流経 路別 算定 が重 視 さ れ る と予想 さ れ る ．

表 2　 物 流原価 計算の 実態

（単位 ；％）

区分 項 目
，99 95 区分 項 目

’99 ，95

物流活動 の 規模把握 68 ．857 ．6 運送費 59 ．694 ，8

物流活動 の 問題把握 54．266 ．7 保管費 59377 ．3（1）物 流

原価計 算

の 目的

計画設定情報の 人 手 52．141 ．4 包装費 43 ．867 ．0

予算編成情報の 人 手 58343 ．4

（4）機 能

別物流 費

の 算定項

目

荷役費 64，667 ．0

代替案 の 評価 29。2 9．1 流通加 工 費 12．5 82

製 品価額情報の 入手 52．127 ．1 物流情報 ・管理 費 35．4639

領 城別 58．320 ．6 材料 費 39．665 ．3

機能別 41．784 ．3 労務 費 60．483 ．3（2）物 流

費 の 分 類

と集計

発 生 形 態別 50．050 ．0

自

家

物

流

費

経 費 72．994 ．4

自家 委 託別 4L7 一

（5）発 生

形 態別物

流 費 の 算

定項 目

在庫負担利子 22．966 ．7＊

管理項目別 64．617 ．6 施設負担利子 27．1

そ の 他 2．1 一 委託物流費 64 ．366 ．7

調達物 流 費 39．631 ．3 製品別 39 ．638 ．6

社 内物流費 50．047 ．8 地城別 47 ．957 ．1

販売物流費 95．876 ユ 顧客別 14．6129

（3）領 城

別物流 費

の 算定項

目

返 品物流費 62．540 ．3

（6）管 理

項 目別物

流費 の 算

定項 目

組織別 25．138 ．6

廃棄物流費 29229 ．9 物流 経路別 20．8129

回収物流費 45β ■
運送手段別 66．742 ．9

（注）一； 調査項 目が な い こ と を示す 。　 ＊ ：
’95 年調査 で は 投 資報酬費 と一

括 して 調査 さ れ る ．
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3 ．4　 物流 予算 管理

物 流予 算管理 の 実態 を 当該 調 査 と 1995 年 調査 ［3】の 結果 と比較 し なが ら分析 す る と ， 表 3 の

と お りで あ る．

（1） 予 算管理 の 目標

　物 流 予 算管 理 の 目標 は ，物 流 活動 に 対す る問 題把 握が 約 70 ％ で 最 も 多 く，概 略的 大枠 の 提 示

と 関連 部門 の 業績評価が そ れ ぞ れ 30％ 前後で ある ． こ こ で は予 算 を問題 把握 や責任追 及 の 手段

と して 調査 さ れ た た め ，予 算の 目標 管理手段 と して の 役割 に つ い て は 分析 で き な い ． 日本企 業

の 場 合，物 流費 予算 を 目標管 理 の 手段 とし て活用 し て い る企 業は 74％ に 達 して い る ［20］．

（2） 予算編 成 の 手続 き と考 慮要 因

　物流 費予算 の 編成 は
， 最高経 営層 の 予算編成 指針 に 基づ き物 流 部門 の 意 見 を折 衷 して い る 企

業が 60％ 以 ヒで あ り ， 最 高経 営層 に よ る 予 算割 当（top −down 　style ）また は 物流 部 署の 意見 通 り

（bo七tom −up 　style ）予 算編 成 は少な く， ま た管 理 者 の経 験 と予 測 に よ る 予算編 成 も 10 ％ 強 で あ

る．

　予 算編 成 の た め の 考慮要 因 と し て は ，次期 の 販売 と 製 造 計 画，過 去 物 流活 動 の 分 析 資料 が

70％ 弱 で 最 も多 く， そ の 他 長期の 物流政 策， 物流環境の 変化 など はそ れぞ れ 30 ％ 強で あ る ． こ

の 中，長期 の 物流 政策 は 1995 年調査 に比 べ て 約 1／2 減 少 し たこ とや 資金 な どの利 用可 能な 経営

資 源が 少 な い こ と に つ い て は 再度 の 調 査 と分 析が 必要 で あ る ． 日本企 業 の 場 合 ， 物 流費予算 は

販 売予算か ら 65 ％
， 製造予算か ら 16 ％

， 過 去の 実績 か ら 38％ で あ っ た ［20］．

（3） 予 算の 分 類 と管理 単位

　物 流費予 算 の 分 類 は ，管 理項 日別が 50％ 以 上 で ，発 生形 態 別 と領域 別が そ れぞ れ 40％ に 近

い ．こ れ は ，前述 した原 価 計算 の た め の 物 流費 の 分 類 と算定 に 類似 し て い る点 で は物 流費 デ ー

タ の
一

貫 性 の 観 点か ら望 ま し い が ， 過 去の 調査 で は発 生形 態別 予 算の 分類が 多 く，管理 項 目別

や 領域 別分類が 少な か っ た こ とに 比 べ 異な っ た 結果 を見せ て い る ．

　予 算管 理単位 を管 理項 目別 に み る と，運 送手 段別 が 最 も多 く
， 物 流経路別 ， 製 品別が そ れ ぞ

れ 30−40％ 前後で あ る ．こ れ は
， 前述 した物 流費 の 管 理 項目別費 目と類似 して い るが ，1995 年

調査 に 比 べ 組織別 及び 地域 別 の 予 算単 位が相 対的 に少 な い ． こ の 予 算単 位 も予 算 に よる 意 思決

定や 業績評価 の 目的か ら必 要 な物流費情報 を入 手す る た め に は管 理 項目別算定項 目の 拡 大が 当

該 企業 の 物 流特 性 な ど に よ っ て 不 可欠 で あ る ．

（4） 予算 の 修 正 と差 異 分 析

　物 流費予算 の 修 正 要件 は ，特 別 な 事由発 生 の 時の み 例 外的 に 修正 が 55％ で あ り，次 に環 境変

化 の 時 そ の つ ど修正 が 35 ％ で ある ．
一一

方 ， 予 算確 定の 後
一

切 修 正 な しは 殆 ど な な く ，
こ れ か ら

予 算 は物 流 環境 の 変 化 な ど に よ っ て 弾 力的 に運 営 されて い る こ とが 知 られ る．

　予 算実施の 後，差異分 析は 80％ 以 上 の 企業 で 原 因別 分析 を実 施 して お り ， 責 任別 分析 及 び 場

所別 分析 はそれ ぞれ 10％ に 達 して い ない ．予算差 異分析の 実質的な効果 を得 る た め に は原 因別

→責 任 別 一一・場所別 分析の 実 施が不 可 欠 であ り［25］，そ れか ら どの よ う な問題 が ，誰 に よ っ て ，

ど こか ら発 生 したか を明 確 に す べ きで ある．
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表 3　物 流予 算管理 の 実態

（単位 ：％）

区分 項 目 診9 ’95 区分 項目
，99 ，95

管理者 の 責任追及 42 暫 製品別 29．224 ．4（1）物 流

予 算管理

の 目標

物流部門 の 業績評価 27．1 一 地城別 16．733 ．7

物流活動の 問題把握 68．8 一

（4）物 流

費予算 の

管理 学価

顧客別 10。410 ，5

概略的な ワーク提示 31．3 冒 組織 別 25．064 ．0

長期 の 物流政策と計画 33364 ．4 物 流 経 路 別 35．416 ．3

次期 の 物流環境変化 35．438 ．6 注文規模別 18．8 9．3

次期 の 販売 と製造計 画 68．857 ．4 運送手段別 54．233 ．7

（2）物 流

費 予 算編

成 の 時考

慮 要 因

過去物流活動分析資料 62．548 ．5 環境変化 の 時そ の つ ど 35．434 ♂4

物 流 関 連 法 規 の 制 ・改 定 8．3 5．0

〔5）物 流

費 予 算 の

修 正

計画変更 の 時 の み 8．337 ．5

資金な ど利用 可能資源 14．6 7．9 特別 な事由発生 の 時 56，349 ．0

領 城別 37．520 ．8 予算確定後
一

切修正 な し 4．2 5．2

機 能別 25．040 ．6 原 因別分析 81．384 ．2（3）物 流

費予算の

分 類

発 生形態別 39，660 ．4

（6）物 流

費予算 の

差 異分析

責任別分析 63 5．0

自家・委託別 25．0 艪 場所別分析 6．322 。8

管理項 目別 56．337 ．6 差異分析 を 実施 しな い 8．3 一

（注）一： 調査項目が な い こ とを示す．

3 ．5　物 流 採 算分 析

　 物 流 採算分析 の 実態 を 当該調 査 と 1995 年調査 ［3】の 結果 と比 較 し なが ら分析 す る と，表 4 の

と お りで あ る．

（1） 物流 費情 報の意 思 決 定活 用

　 原 価計算ま た は予 算管理 に よ っ て 得ら れ た物 流費情報の 活用 は，物流費低減 の 目標 設定 に調

査 企業 の 314が 活用 して い る た め
， 多 くの 企業 が物 流費管理 は原 価 低減 目的 で 実施 さ れ て い る ．

・次 に ， 予 算編 成 ， 戦 略 の 策 定及 び 改善 案の 評 価 製 品価 額 の 決 定 に対 して もそれ ぞ れ 1／2 の 企

業が 意思決定 目的で物 流費情報 を活用 して い る ，一
方，利益計 画の 設定 と顧客 サ

ービ ス水 準の

決定は 20％ に も達 して い な い こ と は
， 物流費低減計画 を利益計 画 に 結 び つ い て い な い こ とや 物

流費 と物流 サ
ー ビス の ト レ

ー
ドオ フ 分析が 効果 的に行 わ れ て い な い こ とを示 して い る．
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表 4　 物流採 算分析 の 実態

（単位 ：％ ）

区分 項 目
’99」

’95 区分 項 目
，99 ，95

物 流 費低減 の 目標 設定 77 ユ 76．5 銀 行金利 20．8 一

物 流 利益計画 の 設 定 10．413 ．7

（4）経 済

性 分析 の

割引率

社内金利 22．9 一

物流戦略 ・計画の 策定 4L734 ．3 責任者 の 経験 と判断 8，3 一

（1）物 流

費情報の

意思 決 定

活用

物流費予算 の 編成 66．7559 物流 費 の 実積分析 68．873 ．5

製品価額 の 決定 35．41L8 物流需要分析 66．766 ．7

物流 改善案の 評価 41．745 ．1

（5）物 流

計画設 定

の た め の

分析

競争会社分析 8．321 ．6

顧 客サ
ービス 水準 の 決定 18，814 ．7 生産 ・販売業務分析 56．343 ．6

トータル ・コ ス ト分析法 62。5735 資金 な ど短期財務分析 42 42（2）物 流

業務 の 改

善分 析 法

コ ス ト・トレードオフ 分析法 14．6 4．9 物流費低減の 可 能性 81 ．37L6

上記分析法 を使用 な し 22．916 ．7 物流業務 の 効率化 79279 ．4

割引 モ デ ル 27．1 一

（6）物流

計 画設定

の 時重視

事項

物流 サ ービ ス の 向上 39．653 ．9（3）物 流

投 資経 済

性 分析 法

非割引 モ デ ル 16．7 一 利用 口∫能な資金能力 6，3 0．0

責任者 の 経験 と 判断 16．7 ． 物流政策 との
一

貫性 14．622 ．5

（注）一： 調査項 目が な い こ と を示す．

（2） 物流業 務 の 改善分 析

　物流 業務 の 改善 分析の ため使 用 して い る 接 近 方法 は ，60％ 以 上 の 企 業が トータ ル ・コ ス ト分

析 法 を使 用 して お り ， そ の 反 面 コ ス ト・トレ ー ドオ フ 分析 法 は 15％ に 過 ぎな い ． 両 者の 分 析法

で ど の 方法が 必 ず し も有利 と は 言 い 難 い の で ，改善対象 と な る物 流業 務に よ っ て 適切 に 併用 ま

た は相互 補完 す る こ とが望 ま しい ．例 えば
， 機能別 コ ス ト ・ト レ ー ドオ フ 分析 だけ で 改善分析

に もっ と有用 な ケ
ー ス もあ る［25 】．

（3）物 流投 資の経 済性分 析

　物流投資の 経 済1生分析 に使 用 して い る 接近方 法と し て割引モ デ ル 及び非 割引 モ デ ル は
， そ れ

ぞ れ 20 ％
− 30％ に 過 ぎず ，

一
方で 物流投資 の 責任者の 経験 ま た は判断 に依存 する 企 業 も20％

に 達 し て い る ．物流投 資に よ る 生 産性増加 または 原価 低減な どの 効果 を分析 す る た めに は，今

後 割引 法 に よる 経 済 性分 析 を 積極 的 に導 入 す る 必要 性が ある ．

　こ こ で
， 経 済分 析 法 を 活用 して い る企 業 で 使用 して い る割 引率 を み る と

， 社内金 利率 ま た は

銀行 の 市中金利率が それ ぞれ 20 ％ 強 で あ り， 物 流投 資の 責任 者 の 経験 また は判 断 に 依存 も 10％

に 達 し て い る ．

（4）計画設 定の ため の分 析

　物 流計 画設 定の た め の 分析 と して は ，物流費 の 実績分析 ， 物流需 要分 析が それ ぞれ 70％ 弱で
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あ り，生 産 ・販売活動 の 分析 も50％ 前 後で ある ．他方，競 争会社分析や 資金 な どの 財 務分 析は

ご くわ ずか で あ る．

　 こ の 際，重視事 項 と して は，物 流費低減 の 可 能性， 物流 業務 の 効率化が それ ぞ れ 80％ 前 後で

最 も多 く， 次 に物 流 サ ービ ス の 向上 が 40％ で ある ． こ れ か ら物 流計 画 は 費用 とサ ービ ス の トレ

ー
ドオ フ

， そ して 業務 の 効率 化が 核心 的 な検討事項 で ある と い える が ，1995 年調査 に 比 べ て

物流 サ
ービ ス を重視 する 企業 が少 なか っ た ．

　 ま た ， 表 4 に は省 略 され て い る が ， 物流 部門の 原 価管 理 及び 利益管理方式 の 実 施可 否 につ い

て み る と，「物 流費 だけ管理 」 が 70 ％ 以 上 で 最 も多 く， 「事業部 制」5 社 ，「物 流独 立採 算制 」2

社 ， 「子 会社 」2 社 ，「分 社 に 全 部委託 」2 社 で あ る ．何 らか の 形 態で 利 益管理 方 式 を導 入 して

い る企 業 は 11 社（22．9％） に 達 し て い る が ，
こ れ ら の 企 業 に対 し て は物 流 利益 管 理 の 実 態調査

を別途 に実施すべ きで あ る ． また，利益管 理 方式 を導 入 して い る 場合，物流収益 の 測定は原価

加 算利 益法 （原 価 ＋ 利益 ）， 時 価法 ， 関連部 門の 協議 法が そ れ ぞれ 10％ で ある ．

3 ．6　新物 流 費管 理 技法 と新物 流 管 理 技 法理 の 導入

　物 流費管理 の ため 新 し い 原 価管理 及び経 営管理技 法 に対 する 関心 及 び導入 が 拡 大さ れ て い る

こ とか らそ の 導入水 準 と 有用 性 の 認識 水準 に つ い て み る と
， 表 5 の とお りで ある．

｛7）

（1 ）新物 流 費管理 技法 　
・

　物 流 費管理 の た め の 新 し い 技 法 と して 近 年 開発 され た 原 価 計 算及 び 原 価 管 理技法 の 導 入水

準 を一
部 概念 の 使用 以 上 （「

一
部概念 の 使用」， 「 ；一要概念 の 使 刷 ， 「全 て 内容 の 使用 」 の 合計

を 表 す 〉の 割 合 か ら み る と
， 活 動 基 準 原 価 計 算／管 理 （ABC ／ABM ： Activity −Based

Costing ！Activity −Based 　Management ）は 56 ％ で あ り，品 質原 価計算（QC ：Quality　Costing ）

35 ％ 及び原価 企 画 33％ よ り相対 的 に 高 い ．
一

方 ，
ラ イフ サ イク ル 原価計算（LCC ： 1・ife−Cycle

Costing）は 20 ％ に 達 して い な い ．陸［23］に よれ ば，活 動基 準原 価計算 は ご くわず か の 企業が 導

入 して い る に 過 ぎず ， ラ イフ サ イク ル 原価計算 を導入 して い る 企業 が 調査 企 業の 114に 達 して

い る ．

　 ま た ，
こ れ ら の 技 法の 有 用性 に 対す る 意見調 査 で は ，「若干有用 」 と 「非常 に 有用」 を合計

す る と ，活 動基 準 原価計蜘 管 理は 33％
， 品 質原 価 計 算は 25％

， 原 価企 画 及 び ラ イ フ サ イ クル

原価計算 は それ ぞ れ 17％ で ある ．

（2） 新 物 流 管理 技法

　次 に
， 物流管理の た め新 しい 技法 と して 近年 開発 され て い る経営管 理技 法 の 導 入水準 は，

一

部 概念 の 使 用 以 上 の 割 合 か ら み る と
， リ エ ン ジ ニ ァ リン グ （BPR ： Business 　 Process

Reengineering ）が 50％ に 近 く，ベ ンチ マ
ー

キ ン グ （Benchmarking ）， リ ス トラ（Res七ruturing ）

が それ ぞれ 40％ 前 後で あ る． また ， 時間基準経営（TBM ： Time −Based 　Management ）は 35％ ，

サ プ ラ イ ・チ ェ
ー ン ・マ ネ ジ メ ン ト（SCM ： Supply 　Chain 　Management ）と VE （Value

Engineering ）は 30％ に 達 して い な い ．一
方，従 来か ら よ く知 られ て い る JIT （Just−In−Time ）

は 60％ で 相対 的に 高い ．（8）

　 ま た， こ れ ら の 技 法の 有 用性 に 対す る 意見調査 で は ，「若 干有用 」 と 「非 常 に 有用」 を合計

す る と
，
JIT が 45％ で 最 も高 く ， 次 に，リ エ ン ジニ ア リ ン グ，ベ ン チ マ

ー
キ ン グ ， リ ス トラが

そ れ ぞ れ 40％ 以 上 で あ り，時 間基 準経 営 ，
SCM

，
　 VE は それ ぞれ 20−30％ で ある ．
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　以 上 の こ とか ら新 しい 物流 費管理 技法 の 有用 性 と導 入水準 は活動 基 準原価計算 が相対的 に 高

く ， 次 に品 質 原価 計 算 ， 原 価企 画 の 順 で あ り， 新 しい 物 流管 理技法 の 有用 性 と 導入水 準 は JIT

が 相対的 に 高 く， リ エ ン ジニ ア リ ン グ ，
ベ ン チ マ

ー
キ ン グ の 順 で あ り，サ プラ イ ・チ ェ

ー ン ・

マ ネジ メ ン ト
， 時 間基 準経 営 ，

VE は 相対 的に 低 い ．

表 5　新物流 費管理技 法 及び新 物 流管理 技 法の導 入

（単位 ：％ ）

区 分 ABCIABM LCC QC 原 価 企 画

概念 を 知 ら な い 8，3 14．6 10．4 6．3

全 く使用 しな い 229 31．3 27．1 25．0

（1）

新 物

流 費

管 理

技 法

一
部概念の使用 43．8 10．4 27．1 229

主要概念 の 導 入 12．5 56 ．3 8．318 ．8 6．335 ．48 ．333 ．3

全 て 内容 の 導 入 一 一 2．1 2．1

区 分 SCM ベンチマ ベキング TBM BPR リス トラ VE JIT

概念 を知 ら な い 6．3 2ユ 6．3 2．1 2．1 4，2 2．1

全 く使用 しな い 27．1 14．6 16．7 10．4 12．5 25．0 42

（2）

新 物

流 管

理 技

法

一
部概念 の 使用 10．4 25．0 25，0 20．8 20．8 12．5 31．2

主要概念 の 導 入 14．6 16．7 1α4 20．8 14．6 10．4 27 ，1

全 て 内容 の導入 2．1 2．1 10．0 63 4．2 4．2 2，1

一
部概念使 用 以 ヒ合言i27 ．1 43．8 35 ，4 479 39．6 27．1 60，4

4． 結 論

　本研究 で は，物 流費 管理 シ ス テ ム の 構築 た め韓 国企 業 の 物 流費管 理の 実態 を調査 し
，

先 行研

究 と比 較 しなが ら分析 した ．研 究結 果 を物流 費管 埋 の 実 態 と新原価 管理技 法の 適用 に 区分 して

要約す れ ば，以 下の とお りで ある．

　 まず ， 韓 国企 業の 大 部分 は物 流費管理 シ ス テ ム 構築の 必 要性 を認識 して い る ．そ の ための サ

ブ シ ス テ ム は原 価計 算 と 予算 管 理 を中心 で あ り， 過 去の 調査 結果 に 比 較す れば
， 以 前の 機能別 ，

発 生形 態別 分 類 と 算定 か ら管理項 目別 ，領 域 別 分類 と算定が 増加 して い る ． こ れ に よ り物流費

の 算定 範囲 も拡大 され
， さ らに 予算 管 理 や採算 分析 の 活用 度 は 過 去の 調査 結 果 よ り高 くな っ て

い る こ とか ら物 流費管理 シ ス テ ム の 体 系化が 進 展 して い る こ とが 知 ら れ る ．

　次 に ， 物 流費管理 の ため 新 しい 原 価 管理 技 法や 経営 管理 技 法の 導人 は ， 未 だそ れ ら の 技法 を

積 極 的 に行 っ て い な い ．新 原価 管理 技法 と して活動基 準原価計麹 管理 と品質原価 計算 ， 経 営管

理 技法 と して リエ ン ジ ニ ア リ ン グ， リ ス ト ラ ， ベ ン チ マ
ーキ ン グ の 導 入 水準 は 相 対 的 に 高 く ，

また こ れ らの技 法の 有用性 を認知 して い る 企業 は
一

部 に 過 ぎな い ．

　最 後に研究 の 限界 及 び 課題 と して は ，まず ，本 研究 の ため 実施 され た物流 費管理調査 の サ ン

プ ル 数 が少 な い た め分 析 ヒ限 界を有 して い る ．従 っ て
， 今 後補 完的 した内容で 調査 な い し研究
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が 必 要で あ る ． また，急 変す る経営及び 物流 環境 の 変化 の 下 で 戦略 的物 流費管 理が 重視 され る

た め
， 新 原価管理 及 び経営管理技 法の 理 論的研 究 と適用方法 に対す る事例 や調査研 究 は物 流費

低減及 び物 流 競争力強 化の た め 不 可欠 で ある ． さ らに ， 物 流費管理 シ ス テ ム の 構築 に 当た っ て

は 物 流 会計 シ ス テ ム の 理論 的 フ レ
ー

ム ワ
ー

ク に 関 する 先行研 究及 び 関連研究 に 対す る深 度の あ

る 検討 及び研究が 要求 さ れ る ．

注

（1）損益計 算書 や 貸借対 照 表な ど財 務諸表を利 用 し上 場 企 業 に 対す る 物流 性 経費を推定 し た 1997 年

　 度物流 費水準 は売上 高対 2，12％【14］に過 ぎず，その た め 物流費 の 規 模 を 正確 に 算 定す る た め に は

　物 流原 価計算が必 要 で あ る．物流氷 山に よる韓 国企 業 の 物流費 分析 に つ い て は徐 賢珍［261 を参照

　 す る こ と ．

（2）物 流費の 国家間比 較 は 調査 の 方法や 対象 ， 期 間 ， 範囲な どが相 違す る た め 慎 重 に 行 うべ きで ある ．

　例 えば ，韓国企 業の 物流費水準 1997 年度 12．9％ （実際物 流 費）は ，企 業で 実際 に計算 して い る物流

　 費 9．6％ （計 算物 流費）に
， 社内で 発生 し て い る が 計算 し に くい 部分 （応答 者 の 推定 比率 ）3．3％ を合

　計 した 推定値 で あ る ，計算物流費 9．6％ に は産業別の 平均在庫 に対 し在庫 金利 率 （製造業 10％ ，流

　 通 業 15％ ）の 一括適 用 して い る こ と に注意すべ きで あ る ．また
， 米国 は 『流通設計』 1999 年 4 月

　号，p29 図 1 の デ
ー

タ を再 引 用 した ．

（3）IMF に よ る 物流 リ ス トラ 戦略 の
一つ と して 分社制 及び ア ウ トソ

ーシ ン グ が 拡散 され て い る ．例 え

　 ば，第
一

製糖か ら 「CJGLS 」，三 星電子 か ら 「ト ロ ス 物流 」，三 星物 産 か ら 「ロ ジ テ ッ ク」 と 「シ

　 モ ス 」，LG 電子か ら 「SLSJ ，大宇か ら 「大宇 ロ ジ ス テ ィ ク ス 」 な ど 15 社以上 が 大手の 企 業を中

　 心 に物 流分 社化 さ れ て い る ．

（4）韓 国 の 企 業 物流 費算 定基 準 と し て 1997 年建 設 交 通 部 ［15 ］の 「企 業 物 流 費計 算 に 関 す る 指針」，

　 1995 年大韓 商工 会議 所［2】の 「企 業物 流費算定 ・活用 マ ニ ュ ア ル 」，1989 年韓国 生産性本 部［12】の

　 「企 業 物流費 計算準 則」が そ れ ぞれ 公表 さ れ て い るが ，そ れ らの 算 定基 準 の 特 質 や 比較 は徐 賢珍

　 ［27】［28］を参照 す る こ と．

（5）建 設 交 通 部 の 「企 業 物 流 費計 算 指 針 」に 準 拠 し て 開 発 さ れ た 物 流 費 算 定用！活 用 プ ロ グ ラ ム

　
‘LOGICOST ’

（（株）韓 日 ロ ジ テ ッ ク販 売）が 1998 年 に 開発 さ れ て い るが ，そ の 普 及 と拡散が 不足

　 して い る ．

（6）応答企 業数が 少 な い 主 な理 由は，まず，物流費管理 シ ス テ ム に 対 して 全 般的 に 応 答で き る ほ ど管

　 理 体系が 整備 され て い る企 業が 多 くな い こ と ， 次 に ， 比較的 に 物流 活動の 規 模が 大 きい 企 業が調

　 査 対象 と な る が現在 そ れ ら の 企業 で は リ ス ト ラ 戦略 に よ る組 織 や 管理 シ ス テ ム の 変更 並 び に 担当

　 者 の 所属 変更が 多い こ とを上 げあれ る 。また
， 調査企 業 の 平均 物流 費水準 （計算物 流 費）は 売上 高

　 対 5ユ9％ で あ るが ，応 答企業 の 物 流費算定の 方法 ・領域 ・範囲 な どが 明確で な い た め，大韓商工 会

　 議所 【51の 調査 結果 と大 き な差 異 が 出 て い る．

（7）ABCIABM ，品質原価計 算 ，
ラ イ フ サイク ル 原価計算 ， 原 価企 画 な ど新 し い 技法 が物流費管理 の た

　 め に有用 で ある か に つ い て は 未 だ検証 されて お らず ， さらにそれ らに関する 研究 も少 ない ．特 に伝

　 統的 な物流会計 シ ス テ ム の 有用性 喪失 に 関 す る研究 ［1】か ら も指摘 され て い る よ うに ，今後物流 費管

　 理 に 関す る研究は新 し い 技法 を活用 し て 物流 費低 減な ど の 物 流 目標 を達成で き る 会計 シ ス テ ム の搆

　 築が 重視 され る よ うに な っ て い る ため ， こ れ ら の新技法 を適用 した追加的 な研究が 必要で ある ．

（8）厳密に言 えば ，
JIT は新 し い 物流 管理 技 法 として識 別 で きな い が ，こ こ で は代表的 な生 産 ・在庫

　 管理 また は物流管理 の 一技法 と し て 重視 され て い る ため
， 本調査で は 設問項 目で 含め て い る ．

100

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 韓 国 企 業 に お け る 物流 費管 岬 の 実 態

　　　　　　　　　　　　　　 参考文献 　　〔韓）は韓国 語 の 文献 で あ る．

［1亅阿保栄司 ： 「物流 会計 は な ぜ 役 に 立 た な い か 」，流通設計，1994 年 4 月号．

［2］大韓商工 会議所 ： 『企 業物流費算定 ・活用 マ ニ ュ ア ル 』，
1995 年．（韓）

［3］大韓商 τ 会議所 ： 『企 業物流費 の 算定 ・活用実態調査報告』，1995 年．（韓）

［4］大 韓 商工 会議所 ： 工先進企 業 の 物流 費管理 シ ス テ ム 事例集』，1996 年．（韓 ）

15］ 大 韓 商 工 会 議 所 ： 『
’g7 企 業 の 物 流 管理 態』，1997 年 ，（韓）

［6］大 韓 商 工 会議 所 ： 「98 企 業物 流 費実 態調 査 報告書』，1998 年．（韓 ）

［7］ Davis ．　H ，　and 　W ，H ．Drum ：Logistics　Cost　and 　Service 　1997 ，　Annual 　Conference 　Proceedings ，　CLM ，
　 　 　 1997 ．

［8］ IL（lnstitute　of 　Logistics）：Survey　Of 　Distribution　Costs−Results 　of 　a 　Study　into　CurTent　Distribu 七ion

　　　 Costs 　and 　Trends 　in　U ．K ．　lndustries，1992 ．

［9］IMA （lnstitute　of 　Management 　Accountant）：Cost　Management 　of 　Freight　Transportation，　SMA

　　　 No．41
，
1989 ．

［10］IMA （lnstitute　of 　Management 　Accountant ）：Cost　Management 　ofWarehouse ，　SMA 　No4K ，1989．

［11］IMA （lnstitute　of 　Management 　Accountant ）：Cost　Management 　ofLogistics ，　SMA 　No．4P，1992，

［12］韓国 牛 産性本部 ： 『企業物流費計算準則』，
1989 年．（韓）

【13｝韓国貿 易協会
・
韓国荷 主協議会 ： 『輸 出企 業物流費支 出 実態 と 物流 隘路現状調 査 報告』，1993 年 ．（韓）

【14］韓国銀行 ； 「1998 企 業経営分 析』，1998 年．（韓）

［15i 建設交通部 ： 『企 業物流費計算 に 関す る 指針』，1997 年．〔韓）

［16】 日本 ロ ジ ス テ ィ ク ス シ ス テ ム 協会 ； 「1998 年度業種 別 物 流 コ ス ト実績報告書」，
1999 年．

　　 （http：〃www ．logistics．or ．jp（jils／ji1s／j41cost．htm ）

［17】 西 澤脩 ： 『物流 原価計 算 』，中 央経済社 ，
1977 年．

［18】西 澤脩 ： 『物流費 の 会計 と管理』，白桃書店，1988 年．

［19］西澤脩 ： 「リ ス トラ 時代 の 物流 コ ス トの 管理 」，日 本管 理 会計学 会誌，第 3 巻第 1号，1994 年，

［20］ 西 澤脩 ： 『日本 企 業 の 管 理 会計」，中 央経済社，1995 年．

［21］ 西 澤脩 ： 「供給連 鎖 管 理 に よ る ロ ジ ス テ ィ ク ス ・コ ス ト管 理 」，企 業会計，Vol　49，　No ．5，1997 年．

［22］西 澤脩 ： 『ロ ジ ス テ ィ クス ・コ ス ト」，中央経済社 ，1999 年．

［23］陸 根孝 ： 「韓 国企 業 に お け る 物 流 原 価 管 理 の 課 題 と改 善方案 亅，経営学研 究 ，第 26巻第3号 ，1997 年，（韓）

［24】陸根孝 ： 「物 流 原価管 理 の 革新』，プ ル ピ ッ ，1998 年．（韓）

［25亅徐賢珍 ： 「企業物流費 の 戦略的管 理 』，ビ ・ブ ッ ク ス ，1995 年．（韓）

［26】徐賢珍 ； 「我 が 国企 業 の 物流 氷 ［J」と業 種別分析 L 物流新聞，2 月 3 日
一4 月 28 日，1999 年．（韓）

［271 徐賢珍 ： 「物流先進企業 の ベ ン チ マ ーキ ン グ 』， 栗谷出版社 ，
1998 年，（韓）

［28】徐賢 珍 ： 「建設 交 通 部
’

企 業 物流 費計算 指針
’

の 制 定意 義 と 特 質」， ロ ジ ス テ イ ク ス 研究，第 6 巻第

　　　2 号 ．1998 年．囀 ）

［29］矢澤秀雄 ： 「物流 の 管 理 会計』，白桃 書店 ，1991 年．

101

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The  JapaneseAssociation  of  Management  Accounting

The  Journal of  Management  Accounting, Japan
Vol. 8, No. 1･2 2000

A  Survey  of  the  Logistics Costs Management
                     in  Korean  Firms
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Abstraet

  Most  of  the  Korean  firms are  interested in cost  reduction  by  making

improvements  and  innovations  to logistics activities,  because logistics costs  have

been recognized  as  one  key factor in high business costs. Therefore  it is necessary

to  introduce  new  cost  management  techniques  for cost  reductions,  because of  the

limits of  cost  reductions  by  traditional cost  control  techniques.

  This  study  is intented  to  analyse  the Logistics  Costs  Management

Systems(LCMS)  in selected  Korean  firms. It reviews  the results  of  logistics costs

and  logistics management  and  surveys  Korean  firms theoretically, and  surveys  the

LCMS  in reiation  to the Korean  firms.

 The  results  of  this study  are  as  fol}ows:

 1) Most  Korean  firms recognize  the necessity  of  the LCMS,  and  manage  based on

the  cost  accounting  systems  and  the budgeting systems  fbr logistics. But, only  a

few firms use  profitability analysis  methods.  As  a  comparision  of  past surveys

results,  the use  of  costs  information is expanded  in the fields of  budgetary control

and  profitabilty analysis.

  2) A  few firms use  new  cost  management  and  revolutionary  management

techniques  which  include ABC/ABM,  Quality Costing, BPR  , Restructuring and

Benchmarking.

  Therefore, the gurvey  and  reviews  are  necessary  to adapt  new  cost  management

techniques  onto  the LCMS.
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Logistics Costs Management,  Logistics Costs  Management  system,  New  Cost

Management  Techniques,  Korean  Firms
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